
月まで減算する。  
（2） 次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サー   
ビス担当者会議等を行っていないときには、当該月から当該状態が解   

消されるに至った月の前月まで減算する。   
① 居宅サービス計画を新規に作成した場合   

② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合   

③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を  

受けた場合  

（3） 居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（以   

下「モニタリング」という。）に当たっては、次の場合に減算される  
ものであること。   

① 当該事業所の介護支援専門員が一月に利用者の居宅を訪問し、利  

月まで減算する。  

（2） 次に掲げる場合においては、当該事業所の介護支援専門員が、サー  

ビス担当者会議等を行っていないときには、当該月から当該状態が角牢  

消されるに至った月の前月まで減算する。  

① 居宅サービス計画を新規に作成した場合  

② 要介護認定を受けている利用者が要介護更新認定を受けた場合  

③ 要介護認定を受けている利用者が要介護状態区分の変更の認定を  

受けた場合  

（3） 居宅サービス計画の作成後、居宅サービス計画の実施状況の把握（以  

下「モニタリング」という。）に当たっては、次の場合に減算される  

ものであること。  

① 当該事業所の介護支援専門員が「→月に利用者の居宅を訪問し、利  

用者に面接していない場合には、特段の事情のない限り、その月か  
ら当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。  

② 当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録してい  

ない状態が一月以上継続する場合には、特段の事情のない限り、そ  

の月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。  

7 基本単位の取扱いについて  

（1） 取扱件数の取扱い  

用者及びその家族に面接  していない場合には、特段の事情のない限  

り、その月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算す  

る。  

② 当該事業所の介護支援専門員がモニタリングの結果を記録してい  

ない状態が一月以上継続する場合には、特段の事情のない限り、そ  

の月から当該状態が解消されるに至った月の前月まで減算する。  

7 基本単位の取扱いについて  

（1） 平成十八年凶月  から平成十九年三月  末までの取扱い  

① 既存事業者  

基本単位の居宅介護支援費（Ⅰ∴居宅介護支援費（Ⅲ）、居宅介護   

支援費（Ⅲ）を区分するための取扱件数の算定方法は、当該指定居宅   

介護支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行っている者をい   

い、指定介護予防支援事業者から委託を受けた指定介護予防剤割こ   

係る利用者の数は含まない。）の総数から経過的要介護者を除く利   

用者の数を当該事業所の常勤換算方法により算定した介護支援専門   

員の員数で除して得た数により該昔する区分を適用する。適用する   

委託を受けた指定介護予防支援に係る利用者の数及び経過的要介護   

者の員数を除く。）に乗じて得た単位を算定する。  
また、経過的要介護者についてはト経過的要介護者の員数に月額   

の単位数を乗じて算定する。  

望L平成十八牛乳月以降指定を重けた事業者   

基本単位の居宅介護支援費（Ⅰ）、居宅介護支援費（Ⅲ）、居宅介護  

基本単位の居宅介護支援費（＝、居宅介護支援費（Ⅲ）、居宅介護文   

選費（Ⅲ）を区分するための取扱件数の算定方法は、当該指定居宅介護   
支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行っている者をいう。）   
の総数に指定介護予防支援事業者から委託を受けた指定介護予防支援   

に係る利用者（指定居宅介護支援等基準第十三条第二十五号に規定す   

る厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住所を有する利用者を   

除く。）の数に二分の一を乗じた数を加えた数を当該事業所の常勤換   

算方法により算定した介護支援専門員の員数で除して得た数とする。  
（2）牒割り当て  
居宅介護支援費（IL（Ⅲ）又は（Ⅲ）の利用者ごとの割り当てに当た   

っては、利用者の契約日が古いものから順に、一件目から三十九件目   
（常勤換算方法で一を超える数の介護支援専門員がいる場合にあって   

は、叩こついては居   

宅介護支援費（＝を算定し、四○件巨∃（常勤換算方法で一を超える数   
の介護支援専門員がいる場合にあっては、四○にその数を乗じた件数）  
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以降については、醐こ応じ、それぞれ居宅介護支援費（Ⅱ）又は  
（Ⅲ）を算定すること。  

支援費（Ⅲ）を区分するための取扱件数の算定方法は、当該指定居宅  

介護支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行っている者をい  

い、経過的要介護者を含む。）の総数に指定介護予防支援事業者か  
ら委託を受けた指定介護予防支援に係る利用者（指定居宅介護支援  

等基準第十三条第二十五号に規定する厚生労働大臣が定める基準に  

該当する地域に住所を有する利用者を除く。）の数に二分の一を乗  

じた数を加えた数を当該事業所の常勤換算方法により算定した介護  

支援専門員の員数で除して得た数により該当する区分を適用する。  

適用する区分のそれぞれの単位数を利用者数（指定介護予防支援事  

業者から委託を受けた指定介護予防支援に係る利用者の数及び経過  

的要介護者の員数を除く。）に乗じて得た単位を算定する。  

また、経過的要介護者については、経過的要介護者の員数に月額  
の単位数を乗じて算定する。  

（2） 平成十九年四月からの取扱い  

基本単位の居宅介護支援費（Ⅰ）、居宅介護支援費（Ⅱ）、居宅介護支  

援費（Ⅲ）を区分するための取扱件数の算定方法は、当該指定居宅介護  

支援事業所全体の利用者（月末に給付管理を行っている者をいい、経  

過的要介護者を含む。）㈱こ指定介護予防支援事業者から委託を  

受けた指定介護予防支援に係る利用者（指定居宅介護支援等基準第十  

三条第二十五号に規定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域  

に住所を有する利用者を除く。）の数に二分の一を乗じた数を加えた  

数を当該事業所の常勤換算方法により算定した介護支援専門員の員数  

で除して得た数により該当する区分を適用する。適用する区分のそれ  lJ   

ぞれの単位数を利用者数（指定介護予防支援事業者から委託を受けた  

指定介護予防支援に係る利用者の数及び経過的要介護者の員数を除  
く。）に乗じて得た単位を算定する。   

また、経過的要介護者については、経過的要介護者の員数に月額の  

単位数を乗じて算定する。  

8 注4について  

実利用者数は前年度（三月を除く。）の一月当たりの実利用者数をいう   

ものとする。  

旦 初回加算  

初回加算は、具体的には次のような場合に算定される。  

① 新規に居宅サービス計画を作成する場合  

邑 初回加算  

（1） 介護給付の初回加算（Ⅰ）の算定における初回加算の算定について  

具体的には次のような場合に算定される。  

① 新規に居宅サービス計画を作成する場合  
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② 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成す  

る場合  

③ 要介護状態区分が二区分以上変更された場合に居宅サービス計画  

を作成する場合  

（2）牒加算の算定に当たっては、初回力口算の  

要件を満たしている場合であって、三○日を超える入院・入所期間を  

経た後の退院∵退所に当たって∴刷完∵埠設と居宅サービス計画を策  

定した場合断利肺削こついて前回算定から六  

月間以上を緯過していることが必要である。なお、介護老人福祉施設  
における在宅・入所者相互利用加算及び介護老人保健施設における試  

行的退所サ瑚吏「退院又は退  

盈」卿  

旦 特定事業所集中減算の取扱いについて  

（1） 判定期間と減算適用期間  

居宅介護支援事業所は、毎年度二回、次の判定期間における当該事  

業所において作成された居宅サービス計画を対象とし、減算の要件に  

該当した場合は、次に掲げるところに従い、当該事業所が実施する減  

算適用期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適用する。  

① 判定期間が前期（三月一日から八月末日）の場合は、減算適用期  

間を十月一日から三月三十一日までとする。ただし、平成十八年度  

② 要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場   

③ 要介護状態区分が二区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作   

成する場合  

L旦 特定事業所集中減算の取扱いについて  

（1） 判定期間と減算適用期間  

居宅介護支援事業所は、毎年度二回、次の判定期間における当該事  

業所において作成された居宅サービス計画を対象とし、減算の要件に  

該当した場合は、次に掲げるところに従い、当該事業所が実施する減  

算適用期間の居宅介護支援のすべてについて減算を適用する。  

① 判定期間が前期（三月一目から八月末日）の場合は、減算適用期  

間を十月一日から三月三十一日までとする。  

② 判定期間が後期（九月一日から二月末日）の場合は、減算適用期  

間を四月一日から九月三十日までとする。  

（2） 判定方法  

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サ  

ービス計画のうち、訪問介護、通所介護又は福祉用具貸与が位置づけ  

られた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、訪問介護、適所介護  

又は福祉用具貸与それぞれについて、最もその紹介件数の多い法人（以  

下「紹介率最高法人」という。）を位置付けた居宅サービス計画の数  

の占める割合を計算し、訪問介護サービス、通所介護又は福祉用具貸  
与のいずれかについて九○％を超えた場合に減算する。  

（具体的な計算式）  

事業所ごとに、次の計算式により計算し、（D、②又は③のいずれ  

かの値が九○％を超えた場合に減算  

について㈱ノし月末日とする。   

② 判定期間が後期（九月一日から二月末日）の場合は、減算適用期  

間を四月一日から九月三十日までとする。  

（2） 判定力‾法  

各事業所ごとに、当該事業所において判定期間に作成された居宅サ   

ービス計画のうち、訪問介護、適所介護又は福祉用具貸与が位置づけ  
られた居宅サービス計画の数をそれぞれ算出し、訪問介護、適所介護   

又は福祉用具貸与それぞれについて、最もその紹介件数の多い法人（以   

下「紹介率最高法人」という。）を位置付けた居宅サービス計画の数   

の占める割合を計算し、訪問介護サービス、適所介護又は福祉用具貸   

与のいずれかについて九○％を超えた場合に減算する。   

（具体的な計算式）  

事業所ごとに、次の計算式により計算し、①、②又は③のいずれ  

かの値が九〇％を超えた場合に減算  
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（例）（略）   

（3） 算定手続  

判定期間が前期の場合については九月十五日までに、判定期間が後   

期の場合については三月十五目までに、すべての居宅介護支援事業者   

は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の結果九○％を超   

えた場合については当該書類を都道府県知事に提出しなければならな   

い。なお、九○％を超えなかった場合についても、当該書類は、各事   

業所において二年間保存しなければならない。   

① 判定期間における居宅サービス計画の総数   

② 訪問介護、適所介護又は福祉用具貸与のそれぞれが位置付けられ  
た居宅サービス計画数   

③ 訪問介護、通所介護又は福祉用具貸与のそれぞれの紹介率最高法  
人が位置付けられた居宅サービス計画数並びに紹介率最高法人の名  

称、住所、事業所名及び代表者名   
④（2）の算定方法で計算した割合   

⑤（2）の算定方法で計算した割合が九○％を超えている場合であっ  

て正当な理由がある場合においては、その正当な理由  

（4） 正当な理由の範囲  

（3）で判定した割合が九○％以上あった場合には、九○％を超えるに   

至ったことについて正当な理由がある場合においては、当該理由を都   

道府県知事に提出すること。なお、都道府県知事が当該理由を不適当  
と判断した場合は特定事業所集中減算を適用するものとして取り扱  

う。正当な理由として考えられる理由を例示すれば次のようなもので   

あるが、実際の判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の事情  
を総合的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを都道府県知事にお   

いて適正に判断されたい。   

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス  

等が各サービスごとでみた場合に五事業所未満である場合などサー  

ビス事業所が少数である場合  

（例）訪問介護事業所として四事業所、適所介護事業所として一○  

事業所が所在する地域の場合  

紹介率最高法人である訪問介護事業者に対して、減算は適用  

されないが、紹介率最高法人である適所介護事業者に対してご  

減算は適用される。  

（例）（略）   

（3） 算定手続  

判定期間が前期の場合については九月十五目までに、判定期間が後   

期の場合については三月十五日までに、すべての居宅介護支援事業者  

は、次に掲げる事項を記載した書類を作成し、算定の結果九○％を超  

えた場合については当該書類を都道府県知事に提出しなければならな   

い。なお、九○％を超えなかった場合についても、当該書類は、各事  

業所において二年間保存しなければならない。  

① 判定期間における居宅サービス計画の総数   

② 訪問介護、通所介護又は福祉用具貸与のそれぞれが位置付けられ  
た居宅サービス計画数   

③ 訪問介護、適所介護又は福祉用具貸与のそれぞれの紹介率最高法  
人が位置付けられた居宅サービス計画数並びに紹介率最高法人の名  

称、住所、事業所名及び代表者名   
④（2）の算定方法で計算した割合   

⑤（2）の算定方法で計算した割合が九○％を超えている場合であっ  

て正当な理由がある場合においては、その正当な理由  

（4） 正当な理由の範囲  

（3）で判定した割合が九○％以上あった場合には、九○％を超えるに   

至ったことについて正当な理由がある場合においては、当該理由を都   

道府県知事に提出すること。なお、都道府県知事が当該理由を不適当  

と判断した場合は特定事業所集中減算を適用するものとして取り扱  

う。正当な理由として考えられる理由を例示すれば次のようなもので   

あるが、実際の判断に当たっては、地域的な事情等も含め諸般の事情  
を総合的に勘案し正当な理由に該当するかどうかを都道府県知事にお   

いて適正に判断されたい。   

① 居宅介護支援事業者の通常の事業の実施地域に訪問介護サービス  

等が各サービスごとでみた場合に五事業所未満である場合などサー  

ビス事業所が少数である場合  

（例）訪問介護事業所として凶事業所、適所介護事業所として一○  

事業所が所在する地域の場合  

紹介率最高法人である訪問介護事業者に対して、減算は適用  

されないが、紹介率最高法人である通所介護事業者に対して、  

減算は適用される。  
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② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合  

③ 判定期間の一月当たりの平均居宅サービス計画件数が二○件以下  

であるなど事業所が小規模である場合  

④ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合など  

により特定の事業者に集中していると認められる場合  

⑤ その他正当な理由と都道府県知事が認めた場合  

L⊥ 特定事業所加算の取扱いについて  

（1） 趣旨  

特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対  

応を行うほか、専門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネジメン  

トを実施している事業所を評価し、地域全体のケアマネジメントの質  

の向上に資することを目的とするものである。  

（2） 基本的取扱方針  

この特定事業所加算制度の対象となる事業所については、  

・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事  

業所であること  

・常勤かつ専従の主任介護支援専門員及び介護支援専門員が配置され、  

② 特別地域居宅介護支援加算を受けている事業者である場合  

③ 判定期間の一月当たりの平均居宅サービス計画件数が二○件以下  

であるなど事業所が小規模である場合  

④ サービスの質が高いことによる利用者の希望を勘案した場合など  

により特定の事業者に集中していると認められる場合  

⑤ その他正当な理由と都道府県知事が認めた場合  

10 特定事業所加算の取扱いについて ‾‾ 

）趣旨  
特定事業所加算制度は、中重度者や支援困難ケースへの積極的な対  

応を行うほか、専門性の高い人材を確保し、質の高いケアマネジメン  
トを実施している事業所を評価し、地域全体のケアマネジメントの質  

の向上に資することを目的とするものである。  

（2） 基本的取扱方針  

この特定事業所加算制度の対象となる事業所については、  

・公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事  

業所であること  

・経験及び能力を有する主任介護支援専門員による管理監督体制の下、  

常勤かつ専従の介護支援専門員が配置され、どのような支援困難ケー  どのような支援困難ケースでも適切に処理できる体制が整備されて  

いる、いわばモデル的な居宅介護支援事業所であることが必要となる  

ものである。  

本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、中   
重度者や支援困難ケースを中心とした質の高いケアマネジメントを行  

うという特定事業所の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意  

されたい。  

（3） 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用力針  

第二十五号告示第十九号に規定する各要件の取扱については、次に  

定めるところによること。  

スでも適切に処理できる体制が整備されている、いわばモデル的な居  

宅介護支援事業所であること  

が必要となるものである。  

本制度については、こうした基本的な取扱方針を十分に踏まえ、中  
重度者や支援困難ケースを中心とした質の高いケアマネジメントを行  

うという特定事業所の趣旨に合致した適切な運用を図られるよう留意  

されたい。  

（3） 厚生労働大臣の定める基準の具体的運用方針  

第二十五号告示第十九号に規定する各要件の取扱については、次に  

定めるところによること。  
事  ℡ イ関係   

l   ① イ関係   

ただし書に規定する「三年以上の実務経験」とは、常勤専従によ   常勤かつ専従の主任介護支援専門員については、当該指定居宅介   

る介護支援専門員としての実務経験であること。また、「主任介護   護支援事業所の兼務に支障がない場合は、同一敷地内にある他の事   

支援専門員の研修課程と同等と認められるもの」とは、ケアマネジ  業所の職務を兼務しても差し支えないものとする。  
メントリーダー養成研修（「ケアマネジメントリーダー活動等支援  
事業の実施及び推進について」（平成十四年四月二十四日老発第○  

凹二凹00三号）3（3））であること。  
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「当分の間」と㍉は、平成十八年度中であって、ただし書の適用対   

象者については、必ず平成十八年度利こ主任介護支援専門員研修課   
程を修了しなければならないこと  

② ロ関係   

常勤かつ専従の介護支援専門員三名とは別に、萱壁畳を置く必要   
があること。したがって、登宣事業所には、少なくとも管理者たる   

主任介護支援専門員及び常勤かつ専従の介護支援専門員三名の合計   

凶名が必要となること。なお、管理者たる主任介護支援専門員が、   

当該事業所における居宅介護支援業務に従事することは差し支えな   

いこL  

③ ハ関係   

「利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に   

係る伝達等を目的とした会議」は、次の要件を満たすものでなけれ   

ばならないこと。   

ア 議題については、管理者たる主任介護支援専門員がその責務に  

② ロ関係  

常勤かつ専従の介護支援専門員三名とは別に、主任介護支援専門   

員を置く必要があること。したがって、当該加算を算定する事業所   

に墨セユ三は、少なくとも主任介護支援専門員及び介護支援専門員三   

名の合計四名を常勤かつ専従で配置する必要があること。  

③ ハ関係  

「利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に   

係る伝達等を目的とした会議」は、次の要件を満たすものでなけれ   

ばならないこと。   

ア 議題については、少なくとも次のような議事を含めること。   
より決定するべきであるが  少なくとも次のような議事を含める  

こと。   

（1）現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針   

（2）過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方  

策   

（3）地域における事業者や活用できる社会資源の状況   

（4）保健医療及び福祉に関する諸制度   

（5）ケアマネジメントに関する技術   

（6）利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針   

（7）その他必要な事項   

イ 議事については、記録を作成し、二年間保存しなければならな  
いこと。   

ウ 「定期的」とは、おおむね週一回以上であること。  
④ ニ関係  

二凶時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により   

連絡を取ることができ、 必要に応じて相談に応じることが可能な体   

制をとる必要があることを言うものであり、当該事業所の介護支援   

専門員が輪番制による対応等も可能であること。  

⑤ ホ関係   

費介護三、要介護凶又は要介護五までの者の割合が六○％以上と  

（1）現に抱える処遇困難ケースについての具体的な処遇方針   

（2）過去に取り扱ったケースについての問題点及びその改善方  

策   

（3）地域における事業者や活用できる社会資源の状況   

（4）保健医療及び福祉に関する諸制度   

（5）ケアマネジメントに関する技術   

（6）利用者からの苦情があった場合は、その内容及び改善方針   

（7）その他必要な事項   

イ 議事については、記録を作成し、二年間保存しなければならな  
いこと。   

ウ「定期的」とは、盤垂週一回以上であること。  

④ ニ関係  

二四時間連絡可能な体制とは、常時、担当者が携帯電話等により   

連絡を取ることができ、必要に応じて相談に応じることが可能な体   

制をとる必要があることを言うものであり、当該事業所の介護支援   

専門員が輪番制による対応等も可能であること。  

⑤ ホ関係  

要介護三、要介護四又は要介護五までの者の割合が五○％以上で  
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いう条件については、届出目の前三月のみではなく、常に、直近三  

月間で満たしている必要があること。ただし、中重度の利用者が急  
遽入院した場合など当該事業所にとって正当な理由があると認めら  

あることについては、毎月その割合を記録しておくこと。  

れる場合については、一時的にこの割合を満たさない場合があって  

も差し支えないH。   

なお、特定事業所加算を算定する事業所については、積極的に支  
援困難ケースに取り組むべきこととされているものであり、こうし  

た割合を満たすのみではなく、それ以外のケースについても、常に  

積極的に支援困難ケースを受け入れるべきものであり、原貝りとして、   

なお、特定事業所加算を算定する事業所については、積極的に支   
援困難ケースに取り組むべきこととされているものであり、こうし   

た割合を満たすのみではなく、それ以外のケースについても、常に   

積極的に支援困難ケースを受け入れるべきものであ旦こと。  

また、トの要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難   
な事例を紹介された場合」に該当するケースについては、例外的に   

ホの重9盟要件の枠外として取り扱うことが可能であること（すな   

わち、当該ケースについては、要介護三、要介護四又は要介護五の   
者の割合の計算の対象外として取り扱うことが可能）。  

⑥ へ関係   

「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所に   

おける介護支援専門員の資質向上のための研修体系と当該研修実施   

のための勤務体制の確保を定めるとともに、介護支援専門員につい   

て個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、   
毎年度少なくとも年度が始まる三月前までに次年度の計画を定めな   

ければならない。また、管理者は、研修目標の達成状況について、   

適宜、確認し、必要に応じて改善措置を講じなければならないこと。   

なお、年度の途中で加算取得の届出をする場合にあっては、当該届   
出を行うまでに当該計画を策定すればよいこと。   

⑦ ト関係  

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケ   

ースを受け入れるものでなければならず、また、そのため、常に地   

域包括支援センターとの連携を図らなければならないこと。  

⑧ り関係  

特定事業所加算の趣旨を踏まえ、単に減算の適用になっていない   

のみならず、特定事業所加算の趣旨を踏まえた、中立公正を確保し、   
実質的にサービス提供事業者からの独立性を確保した事業所である   

必要があること。  

簡易なケースについては、取り扱うべきものではないこと。  

また、トの要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難   

な事例を紹介された場合」に該当するケースについては、例外的に   

ホの六○％要件の枠外として取り扱うことが可能であること（すな   

わち、当該ケースについては、要介護三、要介護四又は要介護五の   

者の割合の計算の対象外として取り扱うことが可能）。  

⑥ へ関係  

「計画的に研修を実施していること」については、当該事業所に   

おける介護支援専門員の資質向上のための研修体系と当該研修実施   

のための勤務体制の確保を定めるとともに、介護支援専門員につい   

て個別具体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等について、   
毎年度少なくとも年度が始まる三月前までに次年度の計画を定めな   

ければならない。また、管理者である主任介護支援専門員は、研修   
目標の達成状況について、適宜、確認し、必要に応じて改善措置を   

講じなければならないこと。なお、年度の途中で加算取得の届出を   
する場合にあっては、当該届出を行うまでに当該計画を策定すれば   

よいこと。  

⑦ ト関係  

特定事業所加算算定事業所については、自ら積極的に支援困難ケ   

ースを受け入れるものでなければならず、また、そのため、常に地   

域包括支援センターとの連携を図らなければならないこと。  

⑧ り関係  

特定事業所加算の趣旨を踏まえ、単に減算の適用になっていない   

のみならず、特定事業所加算の趣旨を踏まえた、中立公正を確保し、   

実質的にサービス提供事業者からの独立性を確保した事業所である   

必要があること。  
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⑨ ヌ関係  

取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して   

介護支援専門員一名当たり三五名以下であれば差し支えないことと   

するが、ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケアマネジメ   

ントに支障がでることがないよう配慮しなければならないこと。  

また、指定居宅介護支援等基準第十三条第二十五号に規定する厚   

生労働大臣が定める基準に該当する地域に住所を有する利用者に対   

する指定介護予防支援の委託を受けた場合については、「介護予防   

支援に係る業務の委託を受けていないこと」との要件の対象外とし   

て取り扱うことが可能であること。  

なお、トの要件のうち、「地域包括支援センターから支援が困難   

な事例を紹介された場合」に該当するケースについては、業務の支  

障がない範囲内で、例外的にヌの介護支援専門員一人当たり利用者   

数が三五名以内である要件の枠外として取り扱うことが可能である   

こと。   

⑨ ヌ関係  

取り扱う利用者数については、原則として事業所単位で平均して   

介護支援専門員一名当たり四○名未満であれば差し支えないことと   

するが、ただし、不当に特定の者に偏るなど、適切なケアマネジメ   

ントに支障がでることがないよう配慮しなければならないこと。   

⑲ 特定事業所加算（Ⅱ）について  

主任介護支援専門員等の「等」については、平成二十一年度中に  

主任介護支援専門員研修課程を受講し、かつ必ず修了する見込みが  

ある者であることとする。  

また、常勤かつ専従の介護支援専門員二名とは別に、主任介護支  
援専門員等を置く必要があること。したがって、当該加算を算定す  
る事業所においては、少なくとも主任介護支援専門員等及び介護支  

援専門員二名の合計三名を常勤かつ専従で配置する必要があるこ  

上．旦＿   

塗 その他  

特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報  

公表を行うほか、積極的に特定事業所加算取得事業所である旨を表  

示するなど利用者に対する情報提供を行うこと。また、利用者に対  
し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できる  

よう説明を行うこと。  

（4） 手続  

塗 その他  

特定事業所加算取得事業所については、介護保険法に基づく情報  

公表を行うほか、積極的に．特定事業所加算取得事業所である旨を表  

示するなど利用者に対する情報提供を行うこと。また、利用者に対  
し、特定事業所加算取得事業所である旨及びその内容が理解できる  

よう説明を行うこと。  

（4）手続  

本制度については、平成十八年四月以降の事実関係をもって判断す   

るものであるため、最も早い申請受理は七月以降となることに留意さ   

れたいこと。  

な董」本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基  本加算を取得した特定事業所については、毎月末までに、基準の遵  
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し、二年間保存するとともに、都道  守状況に関する所定の記録を作成  二年間保存するとともに、  準の遵守状況に関する所定の記録を作成し、   
府県知事等から求めがあった場合については、提出しなければならな  

い。  

12 医療連携加算の取扱いについて  

必要な情事陀は、具備的には、当該利用者の心身の状況、生活環境及   
びサービスの利用状況をいう。当該加算については、利用者一人につき1   

璃こととする。なお、利用者が入院して  
から遅くとも七日以内に情報提供した場合に算定することとすも  

13 退院・退所加算の取扱いについて  

（1） 退院・退所力帽巨（Ⅰト  

病院若しくは診療所への入院期間又は地域密着型介護老人福祉施設  

草しくは介護保険施設への入所期間が三十日以下であった者が退院又  

け退所（地域密着型介護福祉施設サービス又は介護福祉施設サービろ  

の在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅拉  
串いて居宅サービスを糾用する場合において、 当該糾用者の退院又は  

退所に当たって、当該病院、診療所、嘩  

癖堰  

供を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービスの利剛こ関  
する調整を行った場合には、当該利用者の居宅サービスの利用開姶月  
に所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算定する場合は、算定  
しない。擁、要な情報については、別途定めるこ  

ととする。  

（2） 退院・退所加算（Ⅱ）  

病院若しくは診療所への卿  

若しくは介護保険施設への入所期間が三十日を超える者が退院又は退  所（地域御  
在宅・入所相互利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅にお  
いて居宅サービスを利用する場合において、当該利用者の退院又は退  

所に当たって、当該病院、診療所、地域型者型介護老人福祉施設又は  

介護保険施設の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報の提供  
を得た上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービスの利用に関す  
阜調整を行った場合には、頻那台月に  

所定単位数を加算する。ただし、初回加算を算定する場合は、算定し  
ない。榊、要な情報については、別途定めること  

とする。  

都道府県知事等から求めがあった場合については、提出しなければな  

らない。  
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■  一山 一一品1鶏ヨLてM■ち－一一＿ノ．  ．・」珊rm一▲   

退院・退所加算（Ⅰ）については、同一月に一回のみ算定すること  

ができる。   

退院即郡元・退所  

した病院等又は施設が同一である場合には、鞭で  

きない。瑚情  
報を得ることが望ましいが、卿筆  

足することとする。  
14 認知症加算の取扱いについて  

へにおいて「日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認  

められることから介護を必要とする認知症の利用者」とあるのは、日常   

生活自立度のランクⅢ、ⅠⅤ又はMに該当する者をいうものであるこヒ  

15 独居高齢者加算の取扱いについて  

当該加算は、利用者から介護支援専門員に対し、単身で居住している   

盲の申立てがあった場合であって、介護支援専門員が利用者の同意を得   

て、当該利用者が住民票上でも単独世帯であることの確認を行っている   

場合に算定できるものとする。ただし、捌こ   

ついて利用者の同意が得られなかった場合又は住民票においては単独世   

帯ではなかった場合であっても、介護支援専門員のアセスメントにより   

利用者が単身で居住していると認められる蓼合は、算定できるものとす   

る。なお、介護支援専門員のアセスメントの結果については、居宅サー   

ビス計画等に記載する。また、㈱回、利用者の居宅を訪   

問し、利用者が単身で居住している旨を確認し、その結果を居宅サービ   
ス計画等に記載すること。  

⊥岬て  

当該加算は、僻剰こ出   

向き、利用者の居宅サービスの利用状況等の情報提供を行うことによ畑   

当該利用者の小規模多機能型居宅介護における居宅サービス計画の作成   

に協力を行った場合に、算定を行うものである。ただし、当該′J、規模多   

機能型居宅介護事業所について六月以内に当該加算を算定した利用者に   

ついては、算定することができない。また、当該加算は、利用者が′J、規   

模多機能型居宅介護の利用を開始した場合にのみ算定することができる  

ものとする。  
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